
少子化社会の所得不平等：家族主義福祉国家の揺 らぎ

白波瀬佐和子

1.比 較福祉 国家論 における日本の位置

づけ

白波瀬です。 よろ しくお願い します。

本 日このよ うな報告の機 会をいただきあ

りが とうございます。大沢教授 からマク

ロなデー タを提示 しなが ら、多角的かつ

包括的なご報告 があ りま したので、私の

ほ うか らは少 しミクロな視点を入れてお

話 しさせていただきます。私の専門は社

会学ですので、所得格差の問題 を家族 ・

世帯 との関係か らみていきたい と思いま

す。具体的には、所得格差のメカニズム

を福祉国家 としての政府 の立場の違い、

あるいは福祉国家 にお ける家族の位置づ

けか ら議論す るのがここでの狙いです。

福祉国家の類型論 は、1990年 のエスピ

ン ・ア ンデ ルセ ン 「3つの福祉 国家 レ

ジーム論」か ら始ま り、 日本 でも多 くの

関心を集 めてきま した。欧米 を中心に議

論 された3つ の類型論 において、エス ピ

ン ・ア ンデルセ ンは 日本 をア ドホ ック型

と位置 づ けま した。 もっ とも、エ ス ピ

ン ・ア ンデルセ ンは 日本の専門家 ではあ

りませんので、 日本の位置づ けを十分吟

味 した上でア ドホ ック型 としたわけでは

ありません。

その後、アジアを射程 にいれた福祉国

家類型論の研究が蓄積 され、例えば、イ

ギ リス の 日本 専 門家 であ るロジ ャー ・

グッ ドマン らによって、福祉政策か らみ

た東アジアの比較福祉国家研究が進 めら

れま した(Goodman, White and Kwon 

l998)。 一方、欧米 を中心に展開 された

3つ の福祉国家類型論 に対 して、 フェ ミ

ニス ト研究者か らジェンダー視点が欠 落

していることへの批判が高ま ります。 そ

れ を受けて、1999年 にエス ピン ・アンデ

ル セ ンが提 唱 した のは 、 も う1つ の レ

ジームとしての家族主義型福祉国家で し

た。 ジェンダー、特 に家族の役割 とい う

観点か ら、南 ヨー ロッパ を中心 として家

族に大き く依存 した福祉国家 に着 目しま

した。

家族の位置づけか ら福祉 国家を検討す

る視点 は、 日本 の中で も、大沢教 授 が

「生活保 障機 能」 を指 摘 され てきま し

た。 もっ とも、大沢氏は家族 とい う視点

よりもジェンダーの視点 を強調す る形で

日本の生活保 障機能 を論 じて います。

ヨー ロ ッパ を 中心 に福祉 国家 をジェ ン

ダーか らみる議論は1990年 代に入ってす

でに展開 されていま した(Lewis 1992;

Sainsbury 1994)。

日本型福祉社会 とは、家族の機能 に大

き く依存 して提供 され る生活保障体系 を

さします。1970年 代後半から80年 代 にか

けて 「家族 の含み資産」 とい う言葉がで

てきます。 日本の社会保障 とは、家族に

よる生活保障機能を見込んで位置づけ ら
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れていることを示唆 しています。その家

族 にお け るケア の提供者 となるのが、

母、妻、娘(嫁)と いった女性 であ り、

性別役割分業が制度の基層にあります。

2.日 本の女性就労 と少子化

女性 の労働参加 について先ほ ど大沢教

授 か らお話があ りま したが、女性の働 き

方 とい う点で継続就労が未だに少ないと

い うのが 日本の特徴です。産業化の進行

に伴い消費の場 と生産の場 が分離 して何

が起 こったか とい うと、特 に女性 の問

で、働 くことと家族を育て世話 をするこ

とが両立 しにくくなった点が挙げられま

す。働 くことと家族を持つことの間の乖

離 をつ なぎ、補 うのが社会制度 の1つ の

役割ですが、そのよ うな制度が未整備で

あったこ とが、女性、特に既婚女性 の継

続就労を困難 に しているのです。

子 どもを育てつつ働 くことを制度がど

う支えてい くかは、福祉 国家における家

族 の位 置づ け とも密接 に関連 してきま

す。そこで本 日は、国際データ分析結果

をお見せ しなが ら、 日本の福祉国家 とし

ての立場 を検討 していきたい と思 いま

す。

図1は 合計特殊 出生率の時系列変化 で

す。 ここでは2000年 までについて示 しま

したが、韓国の合計特殊 出生率は1990年

半ばか ら低下 しているものの2000年 時点

では 日本 よりも高い値を示 しています。

ドイツの合計特殊出生率は1990年 の東西

統合以来急激 に低下 したあと1990年 代半

ばか ら上昇傾 向にあ りますが、全体 とし

て どの国 も出生 率は低下傾 向に あ りま

す。

女性の労働参加率 について、ここでは

特 に台湾 と韓 国 と日本 の3力 国の時系列

的な変化 を示 しま した。 日本 は太い線 で

すが、台湾 と韓国が上昇傾向にあるのに

対 して、概 して安定 していることがわか

ります。

以上は、マクロなデータか らみた合計

特殊 出生率や女性 の労働参加率の変化 で

あって、そのマ クロなデータを構成す る

1人 ひ とりの 中で何 が起 こってい るのか

はわか りません。そ こで、個人を対象 と

す るミクロデー タを用いて 日本の位置づ

けを検討 してみま しょう。

3.性 別役割分業:そ の意識と実態

まず 、個 人 の意 識 につ い て、2002年 の

国 際 ミク ロデ ー タ(International　 Social　

Survey　 program)か ら 日本 の特 徴 をみ て

い き ます 。 本デ ー タ には韓 国が入 って い

な い ので、 ア ジア とい うこ とで台湾 を入

れ ま した。 図3は 、 「性 別 役割 分 業 に反

対 で あ る」 と答 えた者 の割合 で 、 日本 の

値 は比較 的低 い こ とが わか ります 。 た だ

賛成 してい る人 の意 見 をみ る と、意外 に

も、 ア メ リカ の 値 と最 も似 通 っ て い ま

す。 少 な く とも、 図3か ら、福 祉 国家 レ

ジー ム の違 い に呼応 した個 人 の意 識 の違

い を明確 に読 み取 る こ とは で きませ ん。

表1は 、2005年 に 内閣 府 が行 っ た 「少

子化社 会 に 関す る国 際意識 調査 」 の結 果

で、 ここに は韓 国が調 査対 象 国 と して含

まれ てい ます 。 ここで は、 日本 と韓 国が

非常 に似 た意 見 の分布 を呈 してい るこ と

が分 か ります。 日本 で も韓 国 で も、小 さ

な子 どもを持 つ場 合 、母親 業 に専念 す べ

きだ とす る者 がか な り多 い のです。
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また3歳 児神話 と関連 させ て、3歳 まで

は母親 が うちにい て子 どもを育 てるべ

き、 とす る考 え方 に強 く賛同す るとした

のは、韓国対象者の過半数で した。 日本

も、幼 い子を持つ母親 は家庭のことに専

念すべ しとす る考 え方 に賛同 した ものが

多 く認 められます。

ただ こうい う意識調査をす ると意外 に

お も しろい動 きを見せ るのが アメ リカ

で、そ こには人種的な違いが混在 してい

ることも忘れてはな りません。少な くと

もこの結果か ら、比較福祉国家 レジーム

に対応す る形で異なった意識分布がみ ら

れるか とい うと、必ず しもそ うは言えな

い こ とが わ か りま した。 確 か に、 ス

ウェーデ ンは男女 平等 政策が進 んでい

て、母親就労に対 して協力的な考 え方が

目立ちますが、働 くといって もフルタイ

ムでなければならない とはい っていませ

ん。一方、 自由主義型福祉国家のアメ リ

カでは、母親業に専念すべ しとい う考 え

方 に反対 である とす るものが2割 い ると

同時に、同意す るとした者 が過半数いま

す。

これまで意識に注 目してきま したが、

では実態 を見た らどうかとい うことで、

週平均の家事時間をみてみま した。 日本

は、妻の家事時間が非常に長い ことが 目

立ちます。スペインもまた同様 に妻の家

事時間は長 く、両国 とも家族主義型福祉

国家 と位置付 けられています。台湾も妻

の家事時間は長いですが、スペイ ンや 日

本ほ どではあ りません。 ここでの 日本の

特徴 は、男女間の違いの大きさにありま

す。

図5は 学歴別 の女性労働参加率です。

ここでの 日本の特徴は、高卒以下 と大卒

以上の間で女性の労働参加率がほ とんど

違わないことにあ ります。一方他国は、

高学歴者のほ うが労働参加率が高い とで

ています。 これをもって 日本は、高学歴

を持 った女性 を有効活用 していない とと

らえることができるか もしれません。

4.子 どもの貧困率 と母親就労

次 に貧困率 です。最近、 日本政府は 日

本の貧困率についての政府公式見解を出

しま した。図6は 、幼い子 どものいる世

帯に限って末子年齢別 にジニ係数 を見た

ものです。黒いバーが6歳 未満 の未就学

児のい る世帯の間での経済格差で、それ

が特 に、時系列的 に大 き くなってい ま

す。結局このジニ係数 は貧困率 とも連動

していますが、先に結論 を申 します と、

未就学 児のい る世 帯の 中で貧 困率 も上

がっているのです。

図7で は、 この よ うな経 済格 差 の拡

大、貧困率の大きさの背景に何があるか

を検討するために、子 どもがい る世帯の

中の所得格差に、母親 の就労による収入

がどの程度の効果を持つかを見たもので

す。結果 的には、母親 の就労率が この3

時点では上がっているけれ ども、効果は

相応 して大きくなく、限定的です。

図8は ル クセンブル グ所得研 究デー タ

2000年 を用いて、世帯収入の10分 位別 に

幼い子 を持つ母親 の収入 の効果を見たも

のです。 アメ リカ、ス ウェーデン、フラ

ンス と比べて 日本 では、第10分 位 の比較

的高い所得の中で も母親 の収入割合は非

常 に限定的で ある とい うのが特徴 的 で

す。

ここで何が言 えるか とい うと、繰 り返
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しにな りますが、 日本の中で特に、高学

歴女性の就労率が他国に比べて低い と同

時に、母親による収入が所得格差 に及ぼ

す効果 も低 いことです。

女性、特に母親 の就労が社会全体の経

済格差に どのよ うな意味 をもつのかを考

えてみま しょう。例 えば、夫婦 ともに収

入 が高いハイパーカップル が増えると、

所得階層の上部が押 し上げ られ社会全体

の経済格差が拡大 される とい う議論があ

ります。 しか しなが ら日本における母親

の収入効果が低いので、女性の就労参加

の上昇が経済格差を拡大する とい う議論

は当てはまらないよ うに思います。そこ

で、特に母子家庭 に着 目して、母親によ

る就労の意味を考察 したのが図9で す。

図9で は母子世 帯の貧困率 を、だれが

世帯主かによってみています。最も高い

貧困率 を示 したのが、母子家庭の母親 自

身が世帯主の場合です。 日本の母子家庭

は親 のもとに戻 ることが少な くな く、親

元 で生活す る ことで貧 困か らの回避 を

行っています。事実、親 と同居する母子

家庭 の貧困率は、そ うでない場合よ りも

低いことが明 らかです。

親 と同居せず に母子家庭の母親 自身が

世帯主である場合、家計 を維持するため

に母親は働いています。事実、 日本の母

子家庭の母親就労の高 さは他国に認め ら

れない特徴です。そこで、母子家庭の う

ち、母親 が働 いている場合 と働いていな

い場合 の貧 困率 を比較 したの が図10で

す。 ここで明 らかな こ とは、 日本の場

合、母子家庭の母親が仕事を持っていて

も持っていな くて も、貧困率 はそれほ ど

変わ らないとい うことです。 もっ とも、

ここで働いているといって も、その中身

は非正規で複数の仕事を抱 える場合 も少

なくあ りません。つま り、母子家庭の母

親が働いていても、非正規就労や低賃金

の就労 に多 く就いていて、それは貧困か

らの回避 として就労が十分機能 していな

いと うことです。 これは、女性の就労 自

体が貧困を回避す る機能を十分持 ち合わ

せていないことを示唆 しています。

5.少 子 化 の背 景 に あ る家族 とラ イ フ

コースの変化

今までのお話 を簡単 にま とめます と、

幼 い子 どもを もつ母親 の就 労 は限定的

で、た とえ働いていても経済格差を限定

的にしか説 明 しませ ん。 日本の女性 は高

学歴を取得 していて も、幼い子がいれば

仕事をやめて育児 に専念する傾 向にあ り

ます。

労働 の場 において も、女性は二次的な

稼得者 としての立場にあ り、それは既婚

女性の低い家計貢献率や、女性 の就労パ

ター ンが断続的である実態にみることが

できます。

意識 に着 目する と、若い女性 の問でも

幼い子 どもがいれば母親業に専念すべ き

とす る傾向にあって、母親役割への こだ

わ りが強 く、この点は韓国について も同

様です。

これ までお話 してきた母親就労の背景

に人 口変動 があ ります。それは少子高齢

化 に代表 されますが、その中に急激 な家

族の変容があ ります。それ をさらにい う

な らば、個人のライフコース、生き方の

変化があ ります。急激な家族の変化を端

的に表す こととして、母子家庭 の増加が

あ ります。
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もう1つ 、ひ とり暮 らし世 帯 も増加 し

ています。特に男性の問で生涯未婚の人

たちがふ え、ひ とり暮 らしの人がふえて

います。高齢女性 の貧困率は最近改善 さ

れつつあ りますが、依然 として高い こと

は見落 とせ ません。 同 じ1人 暮 らしとい

えども、未婚でひ とり暮 らしか、離婚で

ひ とり暮 らしの間でも、非常に貧困率が

高いのです。人 口変動の中身 には、 こう

い うよ うな家族、生 き方の変化があ りま

す。

今 日はこのよ うな人 口変動や家族変容

が具体的な制度 とどう絡んでい るのか、

お話 しす る余裕はあ りませ んで したが、

人々の生き方 が変わっているのに制度 が

それ に十分 につ いてい って いない現状

が 、 これまで の分析 結果か ら明 らかに

なった と思います。母親の収入の限定的

な家計貢献の背景には強固な性別役割分

業があ り、母親が子育てに専念す ること

への高い期待 もあ ります。

母子世帯の高い貧困率 については、母

親 と父親 が2人 そ ろっていて子 どもがい

るいわゆ る標準 的な家族形態 だ とす る

と、母子家庭 は標 準家族か らの逸脱への

高い経済的ペナル ティがあげ られ ます。

これ まで標準的な世帯を前提 として制度

が組 まれ てきま したが、いま非標準的な

世帯をどう社会全体の政策 として組み込

んでい くかは重要です。社会制度 の前提

条件、前提モデル その ものを考え直す時

期に来ているのです。

6.新 たな時代の福祉国家構築に向けて

韓国 も含めて、南 ヨー ロッパでも、家

族に大き く依存 した福祉国家の中で揺 ら

ぎが見 えています。社会制度 の前提 自体

をも う一度見直 し、急激 な社会の変化に

対応す るような諸制度 を構築すべき時に

来ています。

それは具体的にどうい うことを意味す

るのか とい うと、1人 稼 ぎ手モデルか ら

二人稼 ぎ手モデル へ とい う政策転換 で

す。そ して子 どもの貧困は親世代 と密接

に連動 してい る反面、親世代 とは独立 し

たよ うな子 どもの福祉政策 をどう展開 し

てい くか も、また1つ 考えていかなくて

はいけない と思います。

これ まで高齢者の福祉 は家族 ・世帯の

枠組みの中で、高齢者の生活水準、福祉

が規定 されていま した。 しか しなが ら、

それを具体的 にどうい うふ うに構築す る

かを検討す るにあたって、やは りみなさ

ん 自身がわが身のこととして議論の中に

参加す ることが大切 です。具体的な制度

と して 、大 沢教授 のお話 もあ りま した

が、再分配政策をいかに積極的に入れ込

んでい くかが、多分これ らの課題 を解決

す る上には非常に重要 になって くると考

えます。

それか ら、最初の基調講演の中で李先

生か ら市場所得 と可処分所得の問のジェ

ンダーの違い とい う、非常に興味深いお

話があ りま した。つま り市場所得 とい う

ところでは働いている人、つま り労働市

場 に入 ってい る人の中での格差、不平等

がはか られ るわけですが、そ うではない

可処分所得 とい うところでは、働 いてな

い人 もその対象 に入 ってきているわけで

す。ですか ら高齢化 とは、労働市場 と恒

常的な関係 を持たない人の割合が どんど

んふえてい くことをさし、再分配政策 を

どうい うふ うに展開 してい くかは重要な
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政策課 題です。私 の ほ うか らは以上 で

す。あ りがとうございました。(拍 手)

鄭鎮星:大 沢教授 の 「日本 の生活保 障

システム」 と白波瀬教授 の 「日本の福祉

国家の状況 の変化」についてのお話、あ

りが とうございま した。

では続いて、韓国の状況 について、金

秀涎 教授お願い します。

36


